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第2回 定例会 令和６年度の補正予算などを
審議しました（５月17日～６月４日）

　令和６年第2回定例会では、令和６年度補正予算や札幌市区の設置等に関する条例等の一部を改正
する条例案などの議案24件、諮問1件、意見書8件、決議1件を全会一致または賛成多数で可決しました。

　本定例会では、一般会計を61億900万円、特別会計
を1億1200万円、全会計で総額62億2100万円を増額
する補正予算を可決しました。
　一般会計は、定額減税をしきれない方への補足給付
金に係る経費のほか、障害福祉サービスなどの報酬改
定に伴うシステムの改修、新MICE施設の整備に向け
た概要の検討に係る経費、除排雪業務に係る労務単価
の上昇に対応するための経費などを追加しました。
　特別会計は、国民健康保険および後期高齢者医療保
険の被保険者に対し、医療保険のデータベースに登録
されている個人番号の確認に係る通知を行うための経
費を追加しました。

可決した主な議案 ～補正予算と条例案～

令和６年度の補正予算

条　例　案

●一般会計予算
・低所得者支援および
　定額減税補足給付金の追加
・障害福祉サービス費に係る
　自立支援事務費の追加
・MICE施設整備費の追加
・道路除雪費、雪堆積場管理費ならびに
　雪対策施設維持管理費の追加
●特別会計
・国民健康保険事務費の追加
・後期高齢者医療保険事務費の追加

補正予算の主な内容

札幌市区の設置等に関する条例等の一部を改正する条例案

　仮庁舎に一時的に移転している中央区役所、福祉に関する事務所である中央区保健福祉部お
よび中央保健センターのほか、中央区民センターを旧中央区役所庁舎の位置に新たに整備する
中央区複合庁舎に移転するものです。

札幌市附属機関設置条例の一部を改正する条例案

　本市の医療体制を取り巻く環境の急速な変化への対応に当たり、地域医療について、専門的
かつ包括的な検討を行い、その結果を医療政策に反映させるため、新たな常設の附属機関とし
て札幌市医療体制審議会を設置するものです。

札幌市税条例等の一部を改正する条例案

　法人市民税について、中堅企業向けの賃上げ促進税制などが創設されたことによる所要の措
置を講ずるほか、個人市民税について、子育て世帯などに対する住宅借入金等特別税額控除の
拡充を行うなどのものです。

可決した主な意見書・決議（概要）

地方創生に貢献するサーキュラーエコノミー
（循環型経済）の一層の推進を求める意見書

意見書

上記を含む可決した意見書および決議の全文は、市議会ホームページに掲載しています。

意見書とは、市政の発展に必要な事柄の実現を要請するため、
市議会の意思を決定し、国会や政府などに提出するものです。

　従来の３Ｒの取り組みに加え、ストックを有効活用しながら資源消費の最小化や廃棄物の発生抑
制等を目指すサーキュラーエコノミーの推進は、地方創生・地域活性化の実現に大きく貢献するも
のです。
　また、国連が採択した「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」とも関連が深く、達成目標としている２０３０年
に向けても、サーキュラーエコノミーに係る取り組みを加速させることは重要です。
　そこで、地方創生に貢献するサーキュラーエコノミーを一層推進するために、国会および政府に
対し、次の事項を実施するよう強く要望します。

①地域の循環資源や再生可能資源の活用など、地方自治体と民間企業の連携による資源循環ビ
　ジネスの創出支援を強化すること。
②地域における廃棄物処理の広域化や廃棄物処理施設の集約化、効率的な廃棄物エネルギーの
　回収などを推進するとともに、地方自治体、住民および民間企業等の協働により、脱炭素か
　つ持続可能な適正処理に資する資源循環の体制強化に対する支援を拡充すること。
③製品のメンテナンスやリユース製品の積極的な利用といった住民・消費者の意識変革や行動
　変容を促すとともに、地方自治体と民間団体等の連携によるリユース製品の循環環境の整備
　を支援すること。

米国の臨界前核実験に抗議する決議

決 議 決議とは、市議会としての意思を決定し、それを対外的に
表明するものです。

しん し

　核兵器の廃絶は、最初の被爆国である日本をはじめ、今や全世界の人類共通の願いとなっています。
　しかしながら、このたび、米国政府がネバダ州にある核実験場において、２０２４年５月に臨
界前核実験を実施していたとの報がありました。平和都市宣言を行った札幌市において、本市議
会は、これまでも核保有国が核性能実験、臨界前核実験および地下核実験を実施した際に抗議の
決議を行ってきました。また、米国政府に対しても、再三にわたって核性能実験や臨界前核実験
の停止を求めてきましたが、今回、米国政府が再び臨界前核実験を強行したことは、極めて遺憾
です。このように核実験を繰り返すことは、「核兵器のない世界」を目指す国際情勢の流れに逆
行し、核兵器廃絶と恒久平和を願う世界の人々の期待を裏切るものです。
　よって、本市議会は、米国政府に対し、臨界前核実験の強行にあらためて抗議するとともに、核兵
器廃絶と核実験中止を求める国際世論を真摯に受け止め、今後、いかなる核実験も恒久的に行わない
よう強く求めるものです。

その他の議案および議決結果は、７ページに掲載しています。


